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BEPS行動計画６：租税条約の

濫用防止 
 

2014年 9月 20～21日の G20財務大臣・中央銀行総裁会議の開催に向けて、経
済協力開発機構（OECD）は 9月 16日に「税源浸食と利益移転（BEPS）」プ

ロジェクトにおける成果物の第 1弾として 7つの報告書を公表した。OECDは
2015年まで引き続き、BEPSの 15ある行動計画のうちの残りの部分の作業に
取り組む。 G20および OECDは BEPSの各行動計画を通じて、各国の国内税
法、モデル租税条約および移転価格ガイドラインにおける国際課税原則の変更
を提案することによって、より包括的で結合力のある国際課税の枠組みを構築
しようとしている。今回公表された 7つの報告書における提案は各当事者が同
意したものではあるが、最終化されたものではなく、2015年における BEPSプ

ロジェクトの作業と決定の影響を受ける可能性がある。 

 

コメント 

 

行動計画 6の報告書（以下「報告書」）で提案されているように、特典制限条
項（LOB：Limitation on benefits）に派生的受益基準（derivative benefits） 

 

OECDの提案 

 

濫用の防止：報告書では、租税条約には少なくとも下記のルールのいずれかを
含めなければならないとしている。 

 

i. 主要目的テスト（PPT： Principal purposes test） 

 

ii. LOB条項およびそれを補完する仕組み（例えば、導管取引を防止する
ための限定的な PPT条項） 

 

iii. LOB条項と PPT条項を組み合わせたアプローチ 

 

報告書では、脱税および租税回避（トリーティショッピング（treaty 

shopping）を含むが、それに限らない）の防止が租税条約の目的の一つである

ことを明確にするために、特定の租税回避防止条項を加えること、OECDモデ
ル租税条約におけるタイトル、序文およびコメンタリーを変更することも提案
されている。 

 

LOB条項：米国が締結している多くの租税条約に見られる LOB条項をベース
として、報告書では類似の濫用防止規定を OECDモデル租税条約に導入するこ
とを提案している。これは、企業の法的性質、所有関係および従事する活動に

基づいて、関連国において十分な実態を持つ企業に対してのみ租税条約の特典
を与えることを意図したものである。報告書には、集団投資ビークル（CIVs： 

 

 

 

 

 

税務 

Issue P195/2014 – 2014年 9月 25日
(日本語翻訳版) 

mailto:jenzhang@deloitte.com.cn
mailto:lkhaw@deloitte.com.cn
mailto:hoyeqinli@qinlilawfirm.com
mailto:antlau@deloitte.com.hk
mailto:eunicekuo@deloitte.com.cn
mailto:patcheung@deloitte.com.hk


Collective Investment Vehicles）の取扱いに関する選択的条項、権限ある当局が自ら租税条約の特典付与を決定するこ
とを認める規定、および条項を起草する際に地域的なグループ（例えば、欧州連合）が与える影響を考慮することな
どの新たな提案も含まれている。報告書では、OECDモデル租税条約のコメンタリーの修正に関しても触れている。
例えば、LOB条項における能動的事業活動（active business）基準に関するディスカッションは、本部機能のみしか
担わない企業はこの基準を満たすことが難しいだろうということを示している。 

 

LOB-派生的受益者条項：LOB条項に関する提案には、派生的受益者条項が暫定的に含まれている。これは、締約国が

企業を透視して、その出資者に特典を付与することを認めるものである。条約の交渉国は租税条約を締結する際に、
当該条項の適用範囲を配当所得に限定する柔軟性を与えられるだろう。派生的受益者条項の導入は、それによって生
じ得る問題をその他の BEPS行動計画によって解決できることを前提としているため、2015年に再検討されることに
なる。 

 

主要目的テスト：租税条約の特典を受けることが、取決めもしくは取引の主たる目的の一つである場合には、その特
典を与えないというものである。 

 

租税条約上の居住者の判定：報告書では、現行の OECDモデル租税条約にある、二重居住者に係るタイ・ブレーカー
ルール（実質的管理の場所の所在地に基づき、いずれの国の居住者であるかを判断する）を削除し、代わりに締約国
の権限ある当局が協議を行い、居住地国の決定に向けて努力するとしている。ただし、現行のルールの濫用はないと
考える国は、引き続き現行のルールを用いることができる。 

 

最低持株期間：租税条約の特典として、ノンポートフォリオの配当に係る源泉税に低減税率が適用される場合につい

て、報告書では、最低持株期間の要件を加えることを提案している。即ち、配当に係る低減税率の適用は、株主が配
当支払日を含む 365日間、株を保有する場合に限られる。また、報告書では、持株期間を計算する際、株主である企
業もしくは配当を支払う企業の組織再編（例えば、合併または分割）による所有権の変更は考慮しない、としてい
る。このルールを具体的にどのように適用するのかについて、報告書では明らかにされていない。 

 

恒久的施設（PE）への支払に係る源泉税：税率の低い第三国にある PEへの支払について、当該 PEの利益が居住地

国において免税適用を受けている場合、源泉地国における当該支払に係る源泉税の減免待遇は制限される。 

 

スケジュール 

 

多国間協定を通じて提案事項を実施する前に、特に集団投資ビークルとそれ以外のファンドの取扱い、およびミニマ
ムスタンダードの実施について、2015年においても引き続き作業が行われる。 
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